
 

 

 
 

平成２２年１０月２２日 

内閣府（防災担当） 

 
「平成二十二年九月四日から同月九日までの間の暴風雨及び豪雨による神

奈川県足柄上郡山北町及び静岡県駿東郡小山町の区域に係る災害について

の激甚災害並びにこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令」につい

て 
 
平成２２年９月４日から９日にかけて、台風９号及び熱帯低気圧の影響により、各地

で大雨となり、とりわけ神奈川県、静岡県で農地等に甚大な被害をもたらしました。 

このため、「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（以下「法」

という。）」に基づき、当該災害を「激甚災害」として政令で指定し、併せて当該災害に

対し「適用すべき措置」を指定することにより、災害復旧事業の国庫補助のかさ上げ等

地方公共団体に対する特別の財政援助等を実施するものです。 

 本日（１０月２２日（金））の閣議において、以下のとおり、いわゆる早期局地激甚

災害の指定を行う政令を決定しました。 

 

 

Ⅰ 政令の概要 

 

本政令は、局地激甚災害指定基準に照らし、平成２２年９月４日から同月９日までの

間の暴風雨及び豪雨について、激甚災害の指定を行うものです。神奈川県足柄上郡山北

町及び静岡県駿東郡小山町を具体的な対象区域とし、法第５条及び第２４条第２項から

第４項までの措置を適用すべき措置として指定いたします。 

 

 

Ⅱ 適用すべき措置の概要 

 

（１）農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置（法第５条） 

農地、農業用施設及び林道の災害復旧事業等について農林水産業施設災害復旧事

業費国庫補助の暫定措置に関する法律（以下「暫定法」という。）等に基づく通常

の国庫補助のかさ上げを行います（83％→92％（農地、過去５ヶ年間の実績））。 



 
（２）小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等（法第２４条第２項から

第４項まで） 

農地、農業用施設及び林道に係る災害復旧事業で、暫定法の適用を受けない小災

害の復旧事業費に充てるため発行が許可された地方債に係る元利償還金を基準財

政需要額に算入します。 

 

 

Ⅲ 適用対象地域 

 

市町村 査定見込額 

神奈川県 山北町 １．９５億円

静岡県 小山町 ６．４８億円

※ 農地等の局地激甚災害指定基準は、市町村内の農地等の災害復旧事業の査定

事業費＞農業所得推定額×10％（年度末に１年間の災害をまとめて指定）。 

この査定見込額から見て上記を超えることが明らかな災害(局激指定基準の

２倍）については災害の都度指定（早期局激）。 

 

Ⅳ 今後の予定 

・ １０月 ２７日（水） 公 布 （予 定） 

 
 

 

 

 

本件問い合わせ先 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（総括担当）付 

井上、宮崎、長瀬

03-5253-2111（代表、内線 51205・51210） 03-3501-5408（直通）


